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第１ 監査の概要 

１ 相模原市監査基準への準拠 

この監査は、相模原市監査基準(平成２９年相模原市監査委員訓令第１

号。以下「監査基準」という。)に準拠して実施した。 

 

２ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく監査 

 

３ 監査の実施日程 

令和７年４月２４日から同年１０月２日まで 

 

４ 監査の対象 

（１）対象部局 

こども・若者未来局。ただし、工事監査は、財政局財政部(契約課及び公

共建築課)及び都市建設局(技術監理課)を併せて対象とした。 

（２）対象年度 

令和６年度。ただし、財務監査は平成３０年度、令和３年度、４年度及び

７年度、行政監査は令和４年度に執行した事務の一部についても対象とした。 

 

第２ 財務監査 

１ 監査対象事務及び監査対象課等 

これまでの監査結果を踏まえ、指摘事項等があった事務事業及び科目並びに

予算の執行状況を考慮し選定した。 

監査対象事務 監査対象課等 

こどもセンターの管理運営に関する事務 こども施設課(大島、鹿島

台、上鶴間、麻溝こどもセ

ンター) 

保育園等の管理運営に関する事務 保育課(麻溝台、田名、南上

溝、陽光台、谷口保育園) 

委託料の支出に関する事務 こども施設課 

保育課 
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 子育て給付課 

こども家庭支援部 

こども家庭課 

陽光園 

児童相談所総務課 

使用料及び賃借料の支出に関する事務 こども施設課 

こども家庭支援部 

陽光園 

児童相談所総務課 

負担金、補助及び交付金の支出に関する

事務 

こども施設課 

保育課 

子育て給付課 

こども家庭支援部 

こども家庭課 

 

２ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定

めて監査を行った。 

監査対象事務 リスク 主な着眼点 

こどもセンタ

ーの管理運営に

関する事務 

（１）遊具等において

事故が発生するリ

スク 

（２）施設の管理運営

が適切に行われな

いリスク 

ア 遊具等の維持管理は安全確

保の観点から適切に実施され

ているか。 

イ 施設は安全性を考慮して管

理運営されているか。 

保育園等の管

理運営に関する

事務 

（１）遊具等において

事故が発生するリ

スク 

（２）施設の管理運営

が適切に行われな

いリスク 

ア 遊具等の維持管理は安全確

保の観点から適切に実施され

ているか。 

イ 施設は安全性を考慮して管

理運営されているか。 

委託料の支出

に関する事務 

（１）契約事務や検査 

・検収が適正に行

われないリスク 

（２）支出が適正に行

われないリスク 

ア 契約相手方の選定方法は適

切か。 

イ 契約書、見積書等関係書類

は確実かつ的確に整備されて

いるか。また、これらの内容 
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  は適正か。 

ウ 履行確認は適正に行われて

いるか。また、履行期限は守

られているか。 

エ 支出、精算報告は適正な時

期に行われているか。 

使用料及び賃

借料の支出に関

する事務 

（１）契約事務や検査 

・検収が適正に行

われないリスク 

（２）支出が適正に行

われないリスク 

ア 契約相手方の選定方法は適

切か。 

イ 契約書、見積書等関係書類

は確実かつ的確に整備されて

いるか。また、これらの内容

は適正か。 

ウ 支出は適正な時期に行われ

ているか。 

負担金、補助

及び交付金の支

出に関する事務 

算定及び支出が適正

に行われないリスク 

ア 算定及び支出は適正に行わ

れているか。 

イ  交 付 条 件 は 適 切 に 付 さ

れ、条件どおり履行されてい

るか。 

 

３ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を踏まえ、担当者等に聞き取り調査を実施した。また、対象とし

たこどもセンター及び保育園に対し、次の事項について現地調査を実施した。 

ア 遊具の安全管理 等 

イ 施設の安全管理 等 

（３）ヒアリング 

こども施設課及び保育課の所属長等に対してヒアリングを実施し、見解等

を聴取した。 
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４ 監査の結果 

第１及び１から３までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対

象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。ただ

し、当該事務の一部に次のとおり是正又は改善を要する事項等が見られた。 

（１）指摘事項 

こども施設課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、相模原市立

児童クラブ(南区その２)に係る労働者派遣契約において、次のような事例が

見られた。 

ア 当該派遣契約において、毎年度取り交わすこととしている労働者派遣個

別契約書(以下「個別契約書」という。)について、令和６年度は取り交わ

していなかった。 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律(昭和６０年法律第８８号)(以下「労働者派遣法」という。)第２６条

第１項は、業務の内容、事業所の名称及び所在地その他派遣就業の場所

並びに組織単位、直接指揮命令する者等の事項を定める旨を規定してい

る。 

これを本件についてみると、契約書第１条第２項において、派遣労働者

の従事すべき業務内容、就業場所、派遣先において派遣労働者を指揮命

令する者、その他労働者派遣の実施に関し必要な細目については、別途

合意する個別契約書に定める旨を規定しており、派遣労働者を指揮命令

する者等の変更があることを勘案し、個別契約書を毎年度取り交わすこ

とにより労働者派遣契約を履行することとしていた。 

このため、令和６年度の個別契約書を取り交わさなかったことは不適正

な事務処理である。 

イ 派遣先である発注者が、労働者派遣法に規定している派遣先管理台帳を

作成していなかった。 

労働者派遣法第４２条第１項は、派遣先は派遣先管理台帳を作成し、派

遣労働者ごとに雇用形態や就業実態等を記載しなければならない旨を規

定している。 

このため、発注者が派遣先管理台帳を作成しなかったことは不適正な事
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務処理である。 

今後は、労働者派遣契約について、発注者、受注者双方が関係法令及び契

約内容等を遵守し、適正に事務を執行されたい。 

（２）注意事項 

ア こどもセンター及び保育園等の管理運営に関する事務を調査したとこ

ろ、各施設に設置している遊具においては、一般社団法人日本公園施設業

協会が定める遊具の安全に関する規準(JPFA-SP-S：2024)(以下「安全規

準」という。)に基づき、こども施設課及び保育課が定期点検を実施して

いるが、劣化診断と規準診断を組み合わせて行われる総合的な機能判定に

おいて、「Ｃ」(異常があり、修繕又は対策が必要)と判定された遊具につ

いて、次のような事例が見られた。 

（ア）鹿島台及び上鶴間こどもセンターの複合遊具については、規準診断で

「ハザード３(生命に関わる危険があるか、重度の障害あるいは恒久的

な障害をもたらしうるハザードがある場合)」と診断され、南上溝保育

園のブランコについては、消耗部材かつ最重要部材でもある吊り金具が

推奨交換サイクルを超え、劣化診断で摩耗があると診断されているにも

かかわらず、日常点検の実施及び施設職員の見守りにより安全が確保さ

れていると判断し、応急処置や使用中止の措置を行うことなく遊具の使

用を継続していた。 

（イ）遊具の定期点検の結果について、各施設の職員が定期点検結果や安全

規準の詳細を十分に理解、把握できていなかった。 

今後は、より安全に遊具を使用するため、各所管課で安全規準に基づ

き、使用中止等の在り方を整理した上で、局内において統一した使用中

止等の判断基準を作成し周知するとともに、定期点検結果や安全規準の

詳細について、速やかに各施設と情報共有を図られたい。 

イ 保育課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、相模原市立保育

所等遊具点検業務委託において、保育所等に設置されている遊具の定期点

検を実施するに当たり、仕様書では安全規準に基づき実施する旨を記載し

ていたが、次のような事例が見られた。 

（ア）安全規準は、定期点検は点検資格を持つ専門技術者(公園施設製品安

全管理士、公園施設製品整備技士)、または点検技術者(公園施設点検管
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理士、公園施設点検技士)が実施しなければならない旨を規定している

が、仕様書には点検者の資格要件についての記載がなかった。 

（イ）安全規準は、劣化診断と規準診断を組み合わせて総合的な機能判定を

行う旨を規定しているが、仕様書に記載している「詳細点検チェックシ

ート」の点検内容は劣化診断の内容のみであり、規準診断を行うことや

２つの診断を組み合わせて総合的な機能判定を行うことの記載がなかっ

た。 

当該委託業務の報告書において規準診断が行われたことは確認できた

ものの、ハザードレベルや総合的な機能判定などの記載が不十分であっ

たため、総合的な機能判定の正確性については確認できなかったことか

ら、今後は、契約の履行を確認できるよう、安全規準に沿った遊具点検

者の資格要件や点検の実施方法について、仕様書に明確に記載するなど

改善を図られたい。 

ウ こども家庭課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、歯科健康

診査用器具滅菌業務委託(５～３月分)の契約書に監督及び検査について記

載していなかった。 

相模原市契約規則(平成４年相模原市規則第９号。以下「契約規則」と

いう。)第３０条は、「契約担当者は、契約を締結しようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければならない。」とし

ており、掲げる事項として第７号に「監督及び検査」を規定している。 

今後は、契約規則等を確認し、記載事項に漏れのないよう契約書を作成

されたい。 

エ 陽光園の委託料及びこども施設課の使用料及び賃借料の支出に関する事

務を調査したところ、陽光園清掃業務委託(令和６年度契約)及び相模原市

立児童クラブシステム機器賃貸借(平成３０年度契約)の指名競争入札に当

たり、落札した１者のみから徴取した参考見積書により予定価格を設定し

ていた。 

入札・契約事務の適正執行について(平成３０年３月２９日付け及び令

和５年３月３１日付け契約課長通知)は、「参考見積書をもとにして予定

価格を設定する場合は、１者からの参考見積書で予定価格を設定するこ

とにより、不調になったり、公平な入札にならなかったりする事例が散
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見されることから、可能な限り参考見積書を２者以上から徴取するとと

もに見積額の内訳を確認し、取引の実例価格等を考慮して適正な予定価

格を設定すること。」としている。 

今後は、参考見積書による予定価格の設定に当たっては、効率的な予算

執行を推進する観点から市場価格等を勘案することが重要であるた

め、可能な限り参考見積書を２者以上から徴取されたい。 

オ 児童相談所総務課の使用料及び賃借料の支出に関する事務を調査したと

ころ、児童相談所寝具賃貸借(令和３年度契約)の指名競争入札の予定価格

を設定するに当たり、賃貸借(レンタル)物件積算資料(以下「積算資

料」という。)は作成しているものの、この積算資料を作成した際の経過

や根拠となる参考見積書等が確認できなかった。 

契約事務の手引き(令和３年４月改訂)は、予定価格は取引の実例価格・

需給の状況・履行の難易・数量の多寡・履行期間の長短等を考慮して定

め、見積書により定める場合は複数の見積書を徴し、適正に設定するこ

と、また何の根拠もなく前年度の契約金額を予定価格とすることは、適

正な価格とはいえない旨を記載している。 

文書事務の手引き(平成２７年３月第３版)は、原則として、事務の処理

は文書によって行われ、文書は常に処理経過を明らかにし、かつ、整然

と整理、保管し、必要に応じていつでも利用できるようにしておかなけ

ればならない旨を記載している。 

今後は、積算資料が適正価格であることや作成の処理経過を明らかにす

るため、積算根拠資料や処理経過について、文書の適正な処理、保管に

努められたい。 

 

５ 意見 

今回監査の対象としたこどもセンター及び保育園等の管理運営に関する事務

において、遊具の定期点検結果に対する統一した基準がなく、遊具の使用中止

等の判断に齟齬が生じている事例が見られた。 

安全規準における対象遊具は、「都市公園の遊具をはじめ、保育所、幼稚

園、小学校、特別支援学校の幼稚園部や小学部、児童館、その他公共の遊び場

や広場に設置される屋内・屋外遊具とする。」としており、遊具の定期点検を
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行っている他局にも関連があることから、児童がより遊具を安全に使用するた

めにも庁内で統一した判断基準を整備されたい。 

 

第３ 行政監査(重点調査項目) 

１ 監査の調査項目 

重点調査項目として「全庁的な条件付一般競争入札の実施について」をテー

マに定め、監査を行った。 

 

２ 監査の目的 

令和４年度から各課・機関においても本格的に実施することとした条件付一

般競争入札に係る事務について、これまでの監査の結果で入札に係る公告の市

掲示場への掲示をしていなかったという初歩的な事務手続での不適正な事例が

確認されている。 

こうしたことから、条件付一般競争入札実施の手引き(業務委託契約版)等

(以下「手引き等」という。)に基づき事務が執行されているかを主眼に監査す

ることにより、各課・機関で執行する条件付一般競争入札に係る案件が競争

性、公平性及び透明性のより一層の向上に寄与し、内部統制の実効性を高めて

健全な行財政運営に資することを目的として本テーマを選定し、行政監査を実

施した。 

 

３ 監査対象事務及び監査対象課 

監査対象局の各課等が執行した条件付一般競争入札に係る事務を対象とした。 

監査対象事務 監査対象課 

委託料の支出に関する事務 こども施設課 

保育課 

子育て給付課 

こども家庭支援部 

こども家庭課 

 

４ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定
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めて監査を行った。 

リスク 主な着眼点 

手引き等に基づき

事務が執行されてい

ないリスク 

（１）発注方法の選択が適切にされているか。 

（２）入札参加条件、内容が明確に示され設定でき

ているか。 

（３）入札の諸手続等は適正、かつ公正に行われて

いるか。 

 

５ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を踏まえ、担当者等に聞き取り調査を実施した。 

（３）ヒアリング 

子育て給付課の所属長等に対してヒアリングを実施し、見解等を聴取した。 

 

６ 監査の結果 

第１及び１から５までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対

象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。ただ

し、当該事務の一部に次のとおり是正又は改善を要する事項が見られた。 

（１）指摘事項 

こども家庭課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、相模原市 

こども虐待１１０番運営事業業務委託の条件付一般競争入札に係る公告にお

いて、市掲示場への掲示を行っていなかった。 

地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の６第１項

は、「普通地方公共団体の長は、一般競争入札により契約を締結しようとす

るときは、入札に参加する者に必要な資格、入札の場所及び日時その他入札
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について必要な事項を公告しなければならない」とし、相模原市公告式規則

(平成２７年相模原市規則第６３号)第２条第２項において、告示等の公表

は、相模原市公告式条例(昭和２５年条例第２４号)第２条第２項に定める掲

示場に掲示してこれを行う旨を規定している。 

このため、入札に係る公告を市掲示場へ掲示しなかったことは不適正な事

務処理である。 

今後は、関係諸規程等を遵守し、適正に事務を執行されたい。 

（２）注意事項 

子育て給付課の委託料の支出に関する事務を調査したところ、次のような

事例が見られた。 

ア 児童扶養手当現況届及び児童手当書類審査及びデータ入力業務委託及び

小児・ひとり親医療費助成事務処理業務委託の条件付一般競争入札に係る

公告において、最低制限価格及び相模原市公契約条例(平成２３年相模原

市条例第２９号)に規定する委託契約であることについての記載がなかっ

た。 

契約規則第６条は、「公告は、次に掲げる事項について行うものとす

る。」としており、次に掲げる事項として、第９号に「政令第１６７条の

１０第２項の規定により最低制限価格を設けたときはその旨」、第１１号

に「契約が相模原市公契約条例(平成２３年相模原市条例第２９号)第６

条第１号に規定する対象工事請負契約又は同条第２号に規定する対象業

務委託契約等に該当するときは、その旨及び当該契約において同条例第

８条各号に掲げる事項を定める旨」と規定している。 

今後は、契約規則等を確認し、適正に事務を執行されたい。 

イ 児童扶養手当現況届及び児童手当書類審査及びデータ入力業務委託にお

いて、予定価格を設定するに当たり、３者から参考見積書を徴取していた

が、参考見積書の内訳毎の金額及び合計額に大きな差があったため、市と

して見込んでいる金額に最も近く、かつ、３者の中位の見積額であった参

考見積書を採用し予定価格を設定しており、また、徴取した見積書の内訳

毎の金額差についても理由を確認していなかった。 

入札・契約事務の適正執行について(令和５年３月３１日付け契約課長

通知)は、「参考見積書をもとにして予定価格を設定する場合は、１者か
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らの参考見積書で予定価格を設定することにより、不調になったり、公

平な入札にならなかったりする事例が散見されることから、可能な限り

参考見積書を２者以上から徴取するとともに、見積額の内訳を確認

し、取引の実例価格等を考慮して適正な予定価格を設定すること」とし

ており、また競争性、公平性、透明性等の確保について、「市が発注する

契約は、競争が原則であり、また公平性、透明性等も求められているこ

とから、発注する業務の内容及び性質を十分検討し、競争入札が可能な

ものについては、競争入札で執行すること。」としている。 

今後は、見積額の内訳の確認を行い、適正価格の算出及び適正な予定価

格の設定に努め、入札の競争性、公平性、透明性等の確保に努められた

い。 

 

第４ 工事監査 

１ 監査対象事務及び監査対象課 

需用費の施設修繕料及び工事請負費の建設工事費の支出に関する事務を対象

とした。 

監査対象事務 監査対象課 

需用費(施設修繕料)の支出に関する事務 

 
乗用エレベーター無停電電源装置交換修

繕 

こども・若者未来局 

こども・若者応援課 

 

陽光園空調設備機器不具合修繕（冷温水

機Ｒ－１・Ｒ－２・Ｒ－３） 

こども・若者未来局 

こども家庭支援部 

陽光園 

工事請負費(建設工事費)の支出に関する事務 

 

大沼こどもセンター改修エレベーター工

事 

こども・若者未来局 

こども施設課 

財政局 財務部 

契約課 

公共建築課 

都市建設局 

技術監理課 
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田名保育園外壁・屋上防水等改修工事 こども・若者未来局 

保育課 

財政局 財務部 

契約課 

公共建築課 

都市建設局 

技術監理課 

 

２ 監査の着眼点 

監査基準第１１条第６項第４号の規定に基づき、次のとおり主な着眼点を定

めて監査を行った。 

リスク 主な着眼点 

（１）契約事務や検査・

検収が適正に行われ

ないリスク 

（２）監督業務が適切に

行われないリスク 

ア 契約の方法、手続及び時期は適切か。 
イ 設計図書どおり施工されているか。変更指示

は適切に行われているか。 
ウ 法令等を遵守して施工されているか。施工体

制台帳は整備されているか。 
エ 検査調書等検査記録は整備されているか。 

 

３ 監査の主な実施手続 

監査基準第１４条及び第１５条の規定に基づき、試査を基本とし、次の手法

により監査の手続を行った。 

（１）書面調査 

監査対象事務が法令等に基づき適正に執行されているか、関係書面等の調

査を実施した。 

（２）聞き取り調査 

書面調査を踏まえ、担当者等に聞き取り調査を実施した。 

 

４ 監査対象事務の概要 

（１）乗用エレベーター無停電電源装置交換修繕 

契約金額 ６６０，０００円 

契約方法 一者随意契約 

検査検収 令和７年２月２７日 
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修繕内容 停電時の電源装置の交換 

（２）陽光園空調設備機器不具合修繕（冷温水機Ｒ－１・Ｒ－２・Ｒ－３） 

契約金額 ３，１６８，０００円 

契約方法 一者随意契約 

検査検収 令和７年３月２６日 

修繕内容 冷温水機の修繕 

（３）大沼こどもセンター改修エレベーター工事 

契約金額 ２２，３８６，１００円 

契約方法 条件付一般競争入札 

契約期間 令和６年４月２日から令和７年３月１４日まで 

工事内容 エレベーター１基の更新 

（４）田名保育園外壁・屋上防水等改修工事 

契約金額 ５５，９６９，１００円 

契約方法 条件付一般競争入札 

契約期間 令和６年１０月２９日から令和７年３月１４日まで 

工事内容 外壁・屋上防水等の改修 

 

５ 監査の結果 

第１及び１から４までのとおり監査した限り、重要な点において、監査の対

象となった事務が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 


